
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

1001 事務 その他内部管理事務（総務） －
経済部内の議会対応、人事、服務、
給与、予算、決算等に関する総合調
整事務

総務課 0 0 0 18.8 0.0 18.8 146,828
現状維

持

経済部内の議会対応、人事、服務、
給与、予算、決算等、業務運営上必
要な内部管理事務であるため。

－ － － － － － － －

テレワーク環境整備の一環として令
和3年度に5,000台超のパソコンが
一括で整備されることを契機に、今
後のパソコン整備、保守、更新のあ
り方について予算措置も含めて検
討すること

現状維
持

「Smart道庁の推進に向けたデジタ
ル化取組方針（案）」においてパソコ
ンの更新・管理の最適化に取り組む
こととしていることから、同方針に基
づき対応を検討する。

1002 義務費
総務管理諸費
（各種審議会経費）

－ 各種審議会運営費 総務課 0 9,121 9,121 0.0 0.0 0.0 9,121
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

1003 義務費
総務管理諸費
（義務的経費）

－
経済部出先機関（技術専門学院を
除く）の被服貸付費

総務課 0 295 295 0.0 0.0 0.0 295
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

1004 維持費
総務管理諸費
（諸費）

② 総務管理諸費（維持費） 総務課 0 968 968 0.0 0.0 0.0 968 現状維
持

引き続き、総務管理諸費（維持費）
（ＮＨＫ受信料、電話料、公用車車検
等）に係る事務を継続する必要があ
るため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1005 一般
総務管理諸費
（各種負担金）

② 各種団体等への負担金 総務課 0 4,481 4,481 0.0 0.0 0.0 4,481 現状維
持

引き続き、総務管理諸費（各種団体
への負担金）に係る事務を継続する
必要があるため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1006 一般
総務管理諸費
（各種表彰経費）

② 各種団体等の功績に対する表彰経
費

総務課 0 1,558 1,558 0.2 0.0 0.2 3,120 現状維
持

引き続き、総務管理諸費（各種表
彰）に係る事務を継続する必要があ
るため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1007 一般
総務管理諸費
（諸費）

②
非常勤･臨時職員の任用経費､会議
等出席･運営等に伴う経費及び行政
情報端末の設置に伴う経費

総務課 0 10,197 9,892 0.0 0.0 0.0 10,197 現状維
持

引き続き、大阪・名古屋支所を維持
する必要があるため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1008 一般
総務管理諸費
（労働金庫検査指導費）

② 労働金庫法に基づく検査、運営指
導

総務課 0 89 89 0.0 0.0 0.0 89 現状維
持

引き続き、労働金庫法に基づく検
査、運営指導を実施する必要があ
るため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1009 一般
総務管理諸費
（障害者技能競技北海道大会）

②
障害者技能競技北海道大会開催経
費

総務課 0 84 84 0.0 0.0 0.0 84
現状維

持
引き続き、大会を開催する必要があ
るため

－ ④ ① 可能な範囲で既に電子化活用 － ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 可能な範囲で既に電子化活用
現状維

持

1010 事務
計量検定所管理費（本所維持管理
費）（庁舎補修）

－ 庁舎補修 総務課 0 0 0 0.0 0.4 0.4 3,124
現状維

持
引き続き、庁舎補修に係る事務を継
続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

1011 維持費 本所維持管理費（計量検定所） ② 計量検定所（本所分）の庁舎維持管
理経費

総務課 0 10,120 10,120 0.0 0.5 0.5 14,025 現状維
持

引き続き、計量検定所本所庁舎の
維持管理経費に係る事務を継続す
る必要があるため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1012 維持費 支所維持管理費（計量検定所） ② 計量検定所（支所分）の庁舎維持管
理経費

総務課 0 5,405 5,405 0.0 0.3 0.3 7,748 現状維
持

引き続き、計量検定所支所庁舎の
維持管理経費に係る事務を継続す
る必要があるため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1013 一般
計量検定所管理費（本所維持管理
費）（計量職員養成等）

②
検定・検査等に従事する職員の養
成経費

総務課 0 326 326 0.0 0.5 0.5 4,231
現状維

持
引き続き、検定・検査に従事する職
員を養成する必要があるため。

－ ④ ①
業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ①
業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1014 一般
計量検定所管理費（本所維持管理
費）（基準器整備費）

② 検定・検査の実施に必要な基準器
の修繕、更新

総務課 0 4,577 4,577 0.0 0.3 0.3 6,920 現状維
持

引き続き、計量関係法令による検
定・検査業務を継続する必要がある
ため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1015 一般 検査検定費（計量器検定費） ② 検定・検査の実施に必要な設備の
修繕、更新等

総務課 0 8,233 785 0.0 11.2 11.2 95,705 現状維
持

引き続き、計量関係法令による検
定・検査業務を継続する必要がある
ため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1016 一般 検査検定費（計量事業登録費） ② 計量事業登録費 総務課 0 448 0 0.0 0.5 0.5 4,353 現状維
持

引き続き、計量関係法令による計量
事業登録事務を継続する必要があ
るため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1017 一般 検査検定費（立入検査費） ② 立入検査旅費等 総務課 0 537 537 0.0 3.5 3.5 27,872 現状維
持

引き続き、計量関係法令による立入
検査業務を継続する必要があるた
め。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1018 一般 計量検定費（定期検査費） ② 大型はかり委託料等（北海道計量
協会）

総務課 0 25,230 11,688 0.0 8.3 8.3 90,053 現状維
持

引き続き、計量関係法令による特定
計量器定期検査（能力1ｔ以上の大
型はかり）に係る業務委託を継続す
る必要があるため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1019 一般 定期検査費（計量検定所） ② 計量検定所に係る維持費（賃金） 総務課 0 0 0 0.0 0.2 0.2 1,562 現状維
持

引き続き、計量関係法令による特定
計量器定期検査業務（能力１ｔ未満
の小型はかり）を継続する必要があ
るため。

－ ④ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

－ ⑥ ① 可能な範囲で既に電子化活用 ○ ① 業務の電子化活用による廃棄物の
削減済

現状維
持

1020 事務 その他計量検定所に関連する事務 ­ その他計量検定所に関連する事務 総務課 0 0 0 0.0 6.3 6.3 49,203
現状維

持
引き続き、計量検定所に関連する
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

1021 事務
その他総合振興局、振興局に関連
する事務

­ その他総合振興局、振興局に関連
する事務

総務課 0 0 0 0.0 39.0 39.0 304,590 現状維
持

引き続き、各（総合）振興局におい
て、商工労働観光に関する事務を
行う必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

1101 事務 その他内部管理事務（経済企画） ­
経済部内の各種計画、知事公約
等、広報・公聴事務等に関する総合
調整事務

経済企
画課

0 0 0 8.8 0.0 9.9 77,319 現状維
持

経済部内の各種計画、知事公約
等、広報・公聴事務等に関する総合
調整事務、業務運営上必要な内部
管理事務であるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

1102 一般 経済政策費（経済政策費） ③

経済政策立案・推進のための、各産
業、雇用及び地域に関する各資料
の収集・提供、調査・分析などを体
系的・総合的に取りまとめ、経済部
の事業関連資料の作成

経済企
画課

0 234 234 0.2 0.0 0.2 1,796
現状維

持

引き続き、経済政策立案・推進のた
めの、各産業、雇用及び地域に関
する各資料の収集・提供、調査・分
析などを体系的・総合的に取りまと
め、経済部の事業関連資料の作成
を行う必要があるため。

－ ④ ①
各資料の収集・提供、調査・分析に
おいて、オンラインを活用済みであ
るため。

－ ⑥ ①
各資料の収集・提供、調査・分析に
おいて、オンラインを活用済みであ
るため。

○ ①
業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持

1103 義務費
経済政策費（許認可事務等市町村
交付金）

­
道から市町村へ権限を委譲してい
る事務に係る交付金の交付

経済企
画課

0 13,768 13,768 0.0 0.0 0.0 13,768
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

1104 一般 産業経済動向調査推進費 ③
月例経済動向の作成、道内企業経
営者の意識調査、地域経済・景気
関連動向の調査

経済企
画課

0 474 474 5.0 0.0 5.0 39,524 現状維
持

引き続き、道内の経済・景気動向を
的確に把握するための各種調査を
実施する必要があるため。

－ ④ ① 可能な調査についてはオンラインを
活用しているため。

－ ⑥ ① 可能な調査についてはオンラインを
活用しているため。

○ ① 業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持

1105 事務
北海道経済要覧の作成などに関す
る事務

③

本道経済の位置付けや分野別の経
済動向などを解説した経済要覧の
作成、本道の経済統計に関する資
料の管理や情報提供など

経済企
画課

0 0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、本道の経済統計に関す
る資料の管理や情報提供などを
行っていく必要があるため。

－ ④ ①
経済要覧を配布に代えウェブ掲載と
するなど、可能な限りオンラインを活
用しているため。

－ ⑥ ①
経済要覧を配布に代えウェブ掲載と
するなど、可能な限りオンラインを活
用しているため。

○ ① 業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持

1106 事務 その他内部管理事務 ­
管理・監督、職員の服務、道議会事
務、文書事務、予算・決算等の庶務
に関する事務

経済企
画課

0 0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

経済企画課の管理・監督、職員の
服務、道議会事務、文書事務、予
算・決算等、業務運営上必要な内部
管理事務であるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

1107 一般 道民経済計算等調査費 ③ 道民経済計算に係る調査、産業連
関表の調査分析

経済企
画課

0 721 721 5.0 0.0 5.0 39,771 現状維
持

引き続き、道民経済計算の推計や
産業連関表に係る調査分析を行っ
ていく必要があるため。

－ ④ ①
各種調査について対応可能な調査
先についてはオンラインを活用し
行っているため。

－ ⑥ ①
各種調査について対応可能な調査
先についてはオンラインを活用し
行っているため。

○ ① 業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 経済部

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

施策を構成しない事務事業

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 経済部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1108 一般 「新北海道スタイル」推進事業費 ①

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止と社会経済活動を両立す
るための「新北海道スタイル」の効
果的な実践に向け、感染拡大防止
策の工夫や新たなビジネスについ
ての周知・普及

経済企
画課

0 60,822 0 5.0 0.0 5.0 99,872 終了
単臨事業であることから終了。感染
状況や社会情勢を踏まえ、今後の
実施について別途検討する。

○ ④ ①
周知・普及についてオンラインを活
用し行っているため。

○ ⑥ ①
周知・普及についてオンラインを活
用し行っているため。

○ ①
業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

新型コロナウイルス感染症の状況
を踏まえ、効果的・効率的な執行体
制の構築を進めること。

終了

引き続き、新型コロナウイルス感染
症の状況に応じて事業内容などの
見直しを行い、効果的・効率的な執
行体制の構築を進めていく。

1109 一般
感染防止対策協力支援金支給事業
費

④

新型コロナウイルスの感染拡大を
抑制するため、道の時短営業等の
協力要請に応じた事業者を対象とし
て、協力支援金を支給

経済企
画課

0 1,200,000 0 4.0 0.0 4.0 1,231,240 終了

創生交付金事業であることから終
了。感染状況や社会情勢を踏まえ、
今後の実施について別途検討す
る。

○ ④ ① 協力支援金の申請受付については
ンラインを活用し行っているため。

○ ⑥ ① 協力支援金の申請受付についてオ
ンラインを活用し行っているため。

○ ① 業務内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

終了

0 1,357,688 75,123 50.0 71.0 122.1 ■令和４年度　新規事業

「新北海道スタイル」推進事業費、感染防止対策協力支援金支給事業費

計
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